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平成27年1月30日 

各 位 

会 社 名 株式会社 アグレックス 
代表者名 代表取締役社長 山口 勝規
（コード番号4799 東証第一部） 
問合せ先 代表取締役専務執行役員 西本 博明
（TEL．03－5321－9586） 

 

 

定款の一部変更及び全部取得条項付普通株式の取得に関するお知らせ 
 
 
当社は、本日開催の取締役会において、種類株式発行に係る定款一部変更、全部取得条項に係る定

款一部変更及び全部取得条項付普通株式（下記「Ⅰ.１（１）変更の理由」の②において定義いたしま
す。）の取得について、平成27年２月23日開催予定の臨時株主総会（以下「本臨時株主総会」といい
ます。）に付議することを決議し、また、全部取得条項に係る定款一部変更について、本臨時株主総会
と同日に開催予定の当社の普通株式（以下「当社普通株式」といいます。）を所有する株主様を構成員
とする種類株主総会（以下「本種類株主総会」といいます。）に付議することを決議いたしましたので、
下記のとおりお知らせいたします。 

 
記 

 

 

Ⅰ．当社完全子会社化のための定款一部変更 

１．種類株式発行に係る定款一部変更の件（「定款一部変更の件（１）」） 

（１）変更の理由 

平成26年12月 16日付の当社プレスリリース「支配株主であるＩＴホールディングス株式会社によ
る当社株券等に対する公開買付けの結果に関するお知らせ」においてご報告申しあげておりますとお
り、ＩＴホールディングス株式会社（以下「ＩＴホールディングス」といいます。）は、平成26年10
月 31日から平成26年12月 15日まで当社普通株式及び新株予約権（以下「本新株予約権」といいま
す。）に対する公開買付け（以下「本公開買付け」といいます。）を行い、本公開買付けは平成 26 年
12月 15日に終了しております。本公開買付けの結果、ＩＴホールディングスは、平成26年12月 22
日（本公開買付けの決済開始日）をもって、当社普通株式9,682,606株（平成26年９月30日現在に
おける当社の総株主の議決権の数（同日現在の当社普通株式の発行済株式数（10,500,000株）から同
日現在の当社が所有する自己株式数（119,002株）を控除した株式数（10,380,998株）に係る議決権
の数（103,809個））に対する割合：93.27％（小数点以下第三位四捨五入））を所有するに至っており
ます。 
また、平成26年10月 30日付の当社プレスリリース「支配株主であるＩＴホールディングス株式会

社による当社株券等に対する公開買付けに関する賛同及び当社普通株式の応募推奨に関する意見表明
のお知らせ」（以下「本意見表明プレスリリース」といいます。）においてご報告申しあげております
とおり、ＩＴホールディングスによれば、今後、ＩＴホールディングスグループ（主としてＩＴホー
ルディングス並びに連結子会社46社及び持分法適用会社11社で構成されています。以下同じです。）
を取り巻く経営環境は、景気の緩やかな回復基調に伴う顧客のＩＴ投資ニーズの拡大等により、事業
環境の改善が引き続き期待される一方、企業におけるＩＴの利用形態の多様化、業界のパラダイムシ
フトに対応した取組みの他、優秀な人材の確保やプロジェクトマネジメントの効率化が求められる等、
競争は厳しさを増すことが見込まれているとのことです。その中でも、ビジネスプロセスアウトソー
シング（以下「ＢＰＯ」といいます。）事業に関しては、企業における業務革新やコスト低減など企業
経営の改善に資する業務アウトソーシングビジネスの需要が拡大してきている状況にあるとのことで
す。こうした状況を踏まえ、現在の厳しい経営環境において、ＩＴホールディングスグループが更な
る成長・発展を目指すためには、ＩＴホールディングスグループに散在するＢＰＯ業務を当社に集約
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し、事業強化を実現するとともに、ＩＴホールディングスグループ全体における最適な経営体制を構
築することにより、経営の効率化を図ることが必要不可欠であると考えるに至り、ＩＴホールディン
グスが、当社普通株式の全て（当社が所有する自己株式を除きます。）及び本新株予約権の全てを取得
し、当社をＩＴホールディングスの完全子会社とする取引（以下「本取引」といいます。）の一環とし
て、本公開買付けを実施することとしたとのことです。 
当社といたしましても、本意見表明プレスリリースにおいてご報告申しあげておりますとおり、Ｉ

Ｔホールディングスからの本公開買付けを含む本取引に関する説明、本取引に関する当社のリーガ
ル・アドバイザーであるシティユーワ法律事務所から受けた法的助言、当社のファイナンシャル・ア
ドバイザー及び第三者算定機関である大和証券株式会社から取得した当社普通株式の株式価値算定書
の内容及び同社からの助言を踏まえつつ、当社及びＩＴホールディングスから独立した外部の有識者
を含む委員によって構成される第三者委員会から提出された答申書の内容を最大限に尊重しながら、
本取引の諸条件について企業価値向上の観点から慎重に協議及び検討を行いました。その結果、当社
は、機動的かつ柔軟な事業・機能再編を可能とするためにはＩＴホールディングスグループ内の資本
関係の再構築が不可欠であるとの判断に至りました。そして、ＢＰＯ業務に関するＩＴホールディン
グスグループ内の事業基盤・経営資源を当社に集約することで事業強化を実現するとともに、ＩＴホ
ールディングスグループにおける重点事業であるＢＰＯ事業のコア・エンティティとして当社のＩＴ
ホールディングスグループ内での戦略的な役割・位置づけを向上させ、さらにはＩＴホールディング
スの完全子会社となることにより意思決定の迅速化を図ることが、当社の企業価値を向上させるため
に有益であるとの結論に至り、本公開買付けに賛同する旨の意見を表明することといたしました。 
また、本公開買付価格（本公開買付けにおける当社普通株式１株当たりの買付価格をいいます。以

下同じです。）その他の諸条件は当社の株主様にとって妥当であり、本公開買付けは、当社の株主様に
対して妥当なプレミアムを付した価格での株式売却の機会を提供するものであると判断しました。 
以上より、平成26年10月 30日開催の当社取締役会において、本公開買付けへ賛同の意見を表明す

るとともに、株主様に対して本公開買付けに応募することを推奨する旨を決議いたしました。 
その後、上記のとおり、本公開買付けは平成26年12月 15日に終了し、多数の株主様の応募の結果、

ＩＴホールディングスは、平成26年12月 22日（本公開買付けの決済開始日）をもって、当社普通株
式9,682,606株を保有するに至っております。 
当社といたしましては、以上の経緯を経て本公開買付けが成立し、ＩＴホールディングスから要請

を受けたこと等を踏まえ、平成27年１月30日開催の当社取締役会において、本臨時株主総会及び本
種類株主総会において株主様のご承認をいただくことを条件として、ＩＴホールディングスの完全子
会社となるために、以下の①から③までの手続（以下「本完全子会社化手続」といいます。）を実施す
ることを決議いたしました。 
 
① 当社定款の一部を変更して、従前の普通株式に加えて、下記「（２）変更の内容」記載の定

款変更案第５条の２に定める内容のＡ種種類株式（以下「Ａ種種類株式」といいます。）を
発行する旨の定めを設け、当社において普通株式とは別の種類の当社の株式を発行できるも
のとすることにより、当社を会社法（平成17年法律第86号。その後の改正を含みます。以
下同じです。）の規定する種類株式発行会社（会社法第２条第13号に定義するものをいいま
す。以下同じです。）といたします。（以下「手続①」といいます。） 

② 手続①による変更後の当社の定款の一部をさらに変更して、当社の発行する全ての普通株式
に全部取得条項（会社法第 108 条第１項第７号に規定する事項についての定めをいいます。
以下同じです。）を付す旨の定めを新設いたします（全部取得条項が付された後の当社普通
株式を、以下「全部取得条項付普通株式」といいます。）。なお、全部取得条項付普通株式の
内容として、当社が株主総会の特別決議によって全部取得条項付普通株式の全部（当社が保
有する自己株式を除きます。以下同じです。）を取得する場合において、全部取得条項付普
通株式１株と引換えに、Ａ種種類株式を372,407分の１株の割合をもって交付する旨の定め
を設けるものといたします。（以下「手続②」といいます。） 

③ 会社法第171条第１項並びに手続①及び手続②による変更後の当社の定款に基づき、株主総
会の特別決議によって、当社が全部取得条項付普通株式の全部を取得し、当該取得と引換え
に当社を除く全部取得条項付普通株式の株主様に対して、取得対価として、その保有する全
部取得条項付普通株式１株と引換えにＡ種種類株式を372,407分の１株の割合をもって交付
いたします。なお、ＩＴホールディングスを除く各株主様に対して取得対価として交付され
るＡ種種類株式の数は、いずれも１株未満の端数となる予定です。（以下「手続③」といい
ます。） 
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当社は、株主様に対するＡ種種類株式の交付の結果生じる１株未満の端数につきましては、その合

計数（会社法第234条第１項により、その合計数に１株に満たない端数がある場合には、当該端数は
切り捨てられます。）に相当するＡ種種類株式を、会社法第234条その他の関係法令の定める手続に従
って売却し、当該売却により得られた代金をその端数に応じて各株主様に交付いたします。 
かかる売却手続に関し、当社は、会社法第234条第２項及び第４項の規定に基づき、裁判所の許可

を得てＡ種種類株式を当社が買い取ることを予定しております。この場合のＡ種種類株式の売却価格
につきましては、必要となる裁判所の許可が予定どおり得られた場合には、別途定める基準日（下記
「Ⅱ．２．（２）取得日」において定める取得日の前日を基準日とすることを予定しております。）に
おいて株主様が保有する当社普通株式の数に1,430円（本公開買付価格と同額）を乗じた金額に相当
する金銭が各株主様に交付されるような価格に設定することを予定しております。ただし、裁判所の
許可が得られない場合や、計算上の端数調整が必要な場合等においては、実際に交付される金額が上
記金額と異なる場合もあり得ます。 
「定款一部変更の件（１）」は、本完全子会社化手続のうち手続①を実施するものであります。会社

法上、全部取得条項の付された株式は種類株式発行会社のみが発行できるものとされていることから
（会社法第171条第１項、第108条第１項第７号）、当社普通株式に全部取得条項を付す旨の定款変更
である手続②を行う前提として、当社が種類株式発行会社となるため、Ａ種種類株式を発行する旨の
定めを新設するほか、所要の変更を行うものであります。 
また、当社は、当社定款第７条におきまして、100 株を単元株式数として規定していたところ、同

条は、当社普通株式について単元株式数を定めるものであり、「定款一部変更の件（１）」で設けられ
るＡ種種類株式については１株を単元株式数とすることから、その趣旨を明確にするために、所要の
変更を行うものであります。 

 

（２）変更の内容 

変更の内容は次のとおりです。なお、「定款一部変更の件（１）」に係る定款一部変更は、「定款一部
変更の件（１）」が本臨時株主総会において原案どおり承認可決された時点で効力を生じるものといた
します。 
 

（下線は変更部分を示します。） 

現行定款 変更案 

第２章 株式 

（発行可能株式総数） 

第５条 当会社の発行可能株式総数は、３６，０００，

０００株とする。 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 株式 

（発行可能株式総数） 

第５条 当会社の発行可能株式総数は、３６，０００，

０００株とし、普通株式の発行可能種類株式

総数は、３５，９９９，９５０株、Ａ種種類株式

の発行可能種類株式総数は５０株とする。 

 

（Ａ種種類株式） 

第５条の２ 当会社は、残余財産を分配するときは、

Ａ種種類株式を有する株主（以下「Ａ種

株主」という。）又はＡ種種類株式の登

録株式質権者（以下「Ａ種登録株式質

権者」という。）に対し、普通株式を有す

る株主（以下「普通株主」という。）又は

普通株式の登録株式質権者（以下「普

通登録株式質権者」という。）に先立ち、

Ａ種種類株式１株につき１円（以下「Ａ種

残余財産分配額」という。）を支払う。 
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現行定款 変更案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単元株式数） 

第７条 当会社の１単元の株式数は、１００株とする。

 

 

 

第３章 株主総会 

（新設） 

 

Ａ種株主又はＡ種登録株式質権者に

対してＡ種残余財産分配額が分配さ

れた後、普通株主又は普通登録株式

質権者に対して残余財産の分配をす

る場合には、Ａ種株主又はＡ種登録

株式質権者は、Ａ種種類株式１株当

たり、普通株式１株当たりの残余財産

分配額と同額の残余財産の分配を受

ける。 

 

（単元株式数） 

第７条 当会社の普通株式の１単元の株式数は、１

００株とし、Ａ種種類株式の１単元の株式数

は、１株とする。 

 

第３章 株主総会 

（種類株主総会） 

第１７条の２ 第１３条、第１４条、第１５条及び第１７

条の規定は、種類株主総会にこれを

準用する。 

２．第１６条第１項の規定は、会社法第３２

４条第１項の規定による種類株主総会

の決議にこれを準用する。 

３．第１６条第２項の規定は、会社法第３２

４条第２項の規定による種類株主総会

の決議にこれを準用する。 

 

 

２．全部取得条項に係る定款一部変更の件（「定款一部変更の件（２）」） 

（１）変更の理由 

「定款一部変更の件（１）」でご説明申しあげたとおり、当社といたしましては、ＩＴホールディン
グスの完全子会社となることが当社の企業価値を向上させるために有益であるとの結論に至ったとこ
ろ、本公開買付けが成立し、その後、ＩＴホールディングスから要請を受けたこと等を踏まえ、本臨
時株主総会及び本種類株主総会において株主様のご承認をいただくことを条件として、本完全子会社
化手続を実施することといたしました。 
「定款一部変更の件（２）」は、本完全子会社化手続のうち手続②を実施するものであり、「定款一

部変更の件（１）」に係る変更後の当社定款の一部をさらに変更し、当社の発行する全ての普通株式に
全部取得条項を付し、かつ、当該全部取得条項に従い当社が株主総会の特別決議によって全部取得条
項付普通株式の全部を取得する場合において、全部取得条項付普通株式１株と引換えに、「定款一部変
更の件（１）」における定款変更に基づき新たに発行することが可能となるＡ種種類株式を 372,407
分の１株の割合をもって交付する旨の定款の定めを設けるものです。 
かかる定款の定めに従って当社が株主総会の特別決議によって全部取得条項付普通株式の全部を取

得した場合には、前記のとおり、ＩＴホールディングス以外の各株主様に対して交付されるＡ種種類
株式の数は、１株未満の端数となる予定です。 

 

（２）変更の内容 

変更の内容は次のとおりです。なお、「定款一部変更の件（２）」に係る定款変更は、本臨時株主総
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会において「定款一部変更の件（１）」及び「Ⅱ．全部取得条項付普通株式の取得の件」がいずれも原
案どおり承認可決されること、並びに本種類株主総会において「定款一部変更の件（２）」と同内容の
議案が原案どおり承認可決されることを条件として、平成27年３月31日に効力が生じるものといた
します。 

 

（下線は変更部分を示します。） 

「定款一部変更の件（１）」による変更後の定款 追加変更案 

第２章 株式 
（新設） 

 
 
 
 

 
 
 

 

第２章 株式 
（全部取得条項） 
第５条の３ 当会社が発行する普通株式は、当会

社が株主総会の決議によってその全部

を取得することができる。 
２．当会社が前項の規定に従って普通株式

の全部を取得する場合には、普通株式

の取得と引換えに、普通株式１株につ

きＡ種種類株式を３７２，４０７分の

１株の割合をもって交付する。 

 

 

Ⅱ．全部取得条項付普通株式の取得の件 

１．全部取得条項付普通株式の全部を取得することを必要とする理由 

「定款一部変更の件（１）」でご説明申しあげたとおり、当社といたしましては、ＩＴホールディン
グスの完全子会社となることが当社の企業価値を向上させるために有益であるとの結論に至ったとこ
ろ、本公開買付けが成立し、その後、ＩＴホールディングスから要請を受けたこと等を踏まえ、本臨
時株主総会及び本種類株主総会において株主様のご承認をいただくことを条件として、本完全子会社
化手続を実施することといたしました。 
「Ⅱ．全部取得条項付普通株式の取得の件」は、本完全子会社化手続のうち、手続③を実施するも

のであり、会社法第171条第１項並びに「定款一部変更の件（１）」及び「定款一部変更の件（２）」
に係る変更後の当社定款に基づき、株主総会の特別決議によって、当社が株主様から全部取得条項付
普通株式の全てを取得し、当該取得の対価として、各株主様に対して、当該取得と引換えに、「定款一
部変更の件（１）」に係る定款変更により設けられるＡ種種類株式を交付するものです。 
当該交付がなされるＡ種種類株式の数につきましては、株主様に対して、その保有する全部取得条

項付普通株式１株につき、Ａ種種類株式を372,407分の１株の割合をもって交付するものといたしま
す。この際、ＩＴホールディングス以外の各株主様に対して、取得対価として交付されるＡ種種類株
式の数は、１株未満の端数となる予定です。このように割り当てられるＡ種種類株式の数が１株未満
の端数となる株主様につきましては、会社法第234条その他の関係法令の定めに従って、以下のとお
りの１株未満の端数処理がなされ、最終的には金銭が交付されることになります。 
当社は、株主様に対して、その保有する全部取得条項付普通株式１株につき、Ａ種種類株式を372,407

分の１株の割合をもって交付する結果生じるＡ種種類株式の１株未満の端数につきましては、その合
計数（会社法第234条第１項により、その合計数に１株に満たない端数がある場合には、当該端数は
切り捨てられます。）に相当するＡ種種類株式を、会社法第234条その他の関係法令の定める手続に従
って売却し、当該売却によって得られた代金をその端数に応じて各株主様に交付いたします。かかる
売却手続に関し、当社は、会社法第234条第２項及び第４項の規定に基づき、裁判所の許可を得てＡ
種種類株式を当社が買い取ることを予定しております。この場合のＡ種種類株式の売却価格につきま
しては、必要となる裁判所の許可が予定どおり得られた場合には、別途定める基準日（下記「２．（２）
取得日」において定める取得日の前日を基準日とすることを予定しております。）において株主様が保
有する当社普通株式の数に1,430円（本公開買付価格と同額）を乗じた金額に相当する金銭が各株主
様に交付されるような価格に設定することを予定しております。ただし、裁判所の許可が得られない
場合や、計算上の端数調整が必要な場合等においては、実際に交付される金額が上記金額と異なる場
合もあり得ます。 
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２．全部取得条項付普通株式の取得の内容 

（１）全部取得条項付普通株式の取得と引換えに交付する取得対価及びその割当てに関する事項 

会社法第171条第１項並びに「定款一部変更の件（１）」及び「定款一部変更の件（２）」に係る変
更後の当社定款に基づき、取得日（下記（２）において定めます。）において、別途定める基準日（取
得日の前日とすることを予定しております。）の最終の当社の株主名簿に記載又は記録された株主様に
対して、その保有する全部取得条項付普通株式１株の取得と引換えに、Ａ種種類株式を372,407分の
１株の割合をもって交付するものといたします。 

 

（２）取得日 

平成27年３月31日（火曜日） 
 

（３）その他 

「Ⅱ．全部取得条項付普通株式の取得の件」に係る全部取得条項付普通株式の取得は、本臨時株主
総会において「定款一部変更の件（１）」及び「定款一部変更の件（２）」がいずれも原案どおり承認
可決されること、本種類株主総会において「定款一部変更の件（２）」と同内容の議案が原案どおり承
認可決されること、並びに「定款一部変更の件（２）」に係る定款変更の効力が生じることを条件とし
て、その効力が生じるものといたします。 
なお、その他必要事項については、当社取締役会にご一任願いたいと存じます。 

 

３．上場廃止の予定について 

当社普通株式は、本日現在、株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」といいます。）市場
第一部に上場されていますが、本臨時株主総会において「定款一部変更の件（１）」、「定款一部変更の
件（２）」及び「Ⅱ．全部取得条項付普通株式の取得の件」に係る議案がいずれも原案どおり承認可決
され、本種類株主総会において「定款一部変更の件（２）」と同内容の定款変更に係る議案が原案どお
り承認可決された場合には、当社普通株式は、東京証券取引所の上場廃止基準に該当することとなり
ますので、平成27年２月23日から同年３月25日まで整理銘柄に指定された後、同年３月26日をも
って上場廃止となる予定です。上場廃止後は、当社普通株式を東京証券取引所において取引すること
はできません。 

 

 

Ⅲ．本完全子会社化手続の日程の概要（予定） 

本完全子会社化手続の日程の概要（予定）は以下のとおりです。  

本臨時株主総会及び本種類株主総会招集に関する取締役会決議 平成27年１月30日（金）

本臨時株主総会及び本種類株主総会開催日 平成27年２月23日（月）

種類株式発行に係る定款一部変更（「定款一部変更の件（１）」）の効力発

生日 

平成27年２月23日（月）

当社普通株式の東京証券取引所における整理銘柄への指定 平成27年２月23日（月）

全部取得条項付普通株式の取得及びＡ種種類株式の交付に係る基準日設

定公告 

平成27年２月24日（火）

当社普通株式の東京証券取引所における売買最終日 平成27年３月25日（水）

当社普通株式の東京証券取引所における上場廃止日 平成27年３月26日（木）

全部取得条項付普通株式の取得及びＡ種種類株式の交付に係る基準日 平成27年３月30日（月）

全部取得条項に係る定款一部変更（「定款一部変更の件（２）」）の効力発

生日 

平成27年３月31日（火）

全部取得条項付普通株式の取得及びＡ種種類株式交付の効力発生日 平成27年３月31日（火）

 

 

Ⅳ．支配株主との取引等に関する事項 

ＩＴホールディングスは当社の支配株主（親会社）であり、上記「Ⅱ．全部取得条項付普通株式の
取得の件」に記載の全部取得条項付普通株式の取得（以下「本取得」といいます。）は、支配株主との
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取引等に該当します。 
当社が、平成26年６月25日に開示したコーポレート・ガバナンス報告書で示している「支配株主

との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針」に関する本取得における適合状況
は、以下のとおりです。 
当社は、本公開買付け及び本取得からなる一連の取引（以下「本件取引」といいます。）の公正性を

担保するための措置及び利益相反を回避するための措置として、本意見表明プレスリリースの「３．
本公開買付けに関する意見の内容、根拠及び理由」の「（６）本公開買付価格の公正性を担保するため
の措置及び利益相反を回避するための措置等、本公開買付けの公正性を担保するための措置」に記載
のとおり、後記の第三者委員会から本件取引が当社の少数株主にとって不利益なものではないと認め
られることを内容とする答申書を取得し、かつ、外部専門家である大和証券株式会社から当社普通株
式に係る株式価値算定書を取得し、シティユーワ法律事務所から法的助言を受ける等の各措置を実施
しました。 
本取得については、当社取締役のうち、柳井城作氏（以下「柳井氏」といいます）を除く全ての取

締役が審議及び決議に参加した取締役会において、本取得に関する議案を本臨時株主総会及び本種類
株主総会に付議する旨を全員一致で決議しています。また、監査役（監査役３名中、出席監査役３名
（うち社外監査役３名））の全員が上記取締役会に出席し、その全ての監査役が当該取締役会における
決議事項について異議がない旨の意見を述べています。なお、当社の社外取締役である柳井氏は、Ｉ
Ｔホールディングスの執行役員を兼務しており、本取得に関し当社と利益が相反するおそれがあるこ
とから、上記取締役会における本取得に関する議案の審議及び決議には一切参加しておりません。当
社は、本取得の決定についても、引き続き外部専門家である大和証券株式会社及びシティユーワ法律
事務所からそれぞれ助言を受けています。 
上記のとおり、当社は本取得の決定に関して外部専門家の意見を取得し取引条件の合理性・妥当性

を確保するとともに、公正性担保及び利益相反回避のための措置を講じ、当社としての独自の立場に
基づいた意思決定を行っており、上記指針に適合していると考えています。 
当社は、本意見表明プレスリリースに記載のとおり、本公開買付けに関する当社の意思決定の恣意

性を排除し、公正性、透明性及び客観性のある意思決定過程を確立するために、ＩＴホールディング
ス及び当社から独立した、外部の有識者を含む委員によって公正される第三者委員会（第三者委員会
の委員としては、ＩＴホールディングス及び当社から独立性を有する山﨑想夫氏（委員長、公認会計
士・税理士、株式会社ＧＧパートナーズ代表取締役）、國谷弘氏（当社社外監査役）及び多田光毅氏（弁
護士、隼あすか法律事務所パートナー）の３氏を選定しております。なお、当社は、当初からこの３
氏を第三者委員会の委員として選定しており、第三者委員会の委員を変更した事実はありません。）を
設置し、当該第三者委員会より、平成26年10月 29日付で、本件取引は当社の少数株主にとって不利
益なものではないと認められることを内容とする答申書を取得しています（当該答申書の内容の詳細
については本意見表明プレスリリースをご参照ください。）。 
 
 

以 上 
 


